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巻頭言 共同参画に寄せて

Foreword

国際連合地域
開発センター
（UNCRD）所長
高瀬 千賀子

　国連が1990年代に開いた開発に関する様々な国際会議の中に、北京で行
われた第4回世界女性会議がある。今や米国民主党大統領候補であるヒラリ
ー・クリントン氏がファースト・レディーとして米国代表団を率いて参加し
た。この会議の成果で目標になった一つに、政府を始め様々な機関で指導者
や幹部としての女性の数を戦略的に増やすことがある。当時は、この目標の
意味が良く判らなかった。しかし、丁度同じ年に異動した先の持続可能な開
発部の部長（女性）の采配を近くで見、一緒に仕事をする中で、その意味が
良く判るようになった。近くに良い例があると、刺激になり、また現実的に
なる。彼女は後に気候変動枠組条約の事務局長になった人だが、最初のリオ
の会議から然程経っていないにも関わらず、持続可能な開発委員会がなくな
った時に我々の仕事が達成されたことになると言っていた。「持続可能な開
発」が「開発」と捉えられることを意味しているからだという。持続可能な
開発のための2030アジェンダの採択により、正にその時が来た訳だが、同
様に「女性の（代表）」「男性の（代表）」と言わなくて済むようになった時
に、真の男女平等、共同参画の達成を意味するのかもしれない。Takase Chikako

主な予定
Schedule

9月17日～10月16日 国立公文書館　平成28年秋の特別展「時代を超えて輝く女性たち」（東京都
千代田区）

10月8日 女性技術者の活躍推進に関するシンポジウム「女性技術者の母集団拡大とキ
ャリアパスの開発に向けて」（東京都千代田区）

11月19日 「女性が活躍する時代をつくるのは誰か　～北海道発！ 203050への道筋～」
（北海道札幌市）

11月23日 女子中高生の法曹分野進路選択支援（仮）（東京都新宿区）
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Special Feature 特集

事例の紹介
　などを通じ、女性職員が働きやす
い環境の整備を進めてきたところで
す。
　平成27年度の都道府県の本庁課長
相当職以上に占める女性の割合は
7.7％（指定都市は11.9％）となって
おり、地方公共団体における女性職
員の登用も着実に進んできています。
　昨年は、こうした女性地方公務員
の活躍の取組を加速させる上で重要
な動きが2つありました。

（1）女性活躍推進法
　一つは、昨年8月に成立し、本年4
月に本格施行された「女性の職業生
活における活躍の推進に関する法律
（平成27年法律第64号。以下「女性
活躍推進法」という。）です。
　同法に基づき、全ての地方公共団
体が女性職員の活躍に関する定量的
目標や取組内容等を定めた「特定事
業主行動計画」を策定することとさ
れ、今年度から、同計画に沿った取
組を本格的に実施する段階に入りま
した。

（2）第4次男女共同参画基本計画
　もう一つは、今後5年間の国とし
ての施策推進の基盤となる「第4次
男女共同参画基本計画」が昨年12月
に閣議決定されたことです。
　同計画における地方公共団体の成
果目標については、
　① 　あらゆる努力を行えば達成し
得る高い水準の目標とする

　② 　女性活躍推進法において、市

野における女性の活躍推進に向けた
取組を進めています。

Ⅱ 　女性地方公務員の活躍推進

1 　女性地方公務員の採用・登用
の状況
　女性地方公務員の採用・登用につ
いては、各地方公共団体の着実な取
組に加え、総務省においても、これ
まで
　① 　育児休業制度など各種制度の
活用や、ワーク・ライフ・バラ
ンスの推進などの働きかけ

　② 　テレワークの活用など、地方
公共団体における先進的な取組

地方公共団体における女性活躍推進の取組
　 総務省自治行政局公務員部公務員課女性活躍・人材活用推進室
　 総務省消防庁消防・救急課
　 総務省消防庁国民保護・防災部防災課地域防災室

Ⅰ　はじめに

　地方公共団体では、多様化・高度
化する行政ニーズに対応するため
に、多様な人材がその能力を十分に
発揮し活躍することが求められてい
ます。特に、子育て・教育、介護・
医療、まちづくり等、住民生活に密
着した行政を担っている地方公共団
体において、女性職員の活躍は、そ
の柔軟な発想を活かした住民サービ
スの展開が自治体経営力の充実につ
ながることから、経営戦略上の重要
課題となっています。
　このため、総務省では、女性地方
公務員の活躍推進及び消防・防災分

管理職（本庁課長相当職以上）に占める女性の割合
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Report

ました。具体的には、平成32年度末
までに、都道府県の採用者に占める
女性の割合を40％、都道府県（市町
村）の各役職段階に占める女性の割
合について、本庁係長相当職30％
（35％）、本庁課長補佐相当職25％
（30％）、本庁課長相当職15％（20
％）、本庁部局長・次長相当職10％
程度（10％程度）とするとともに、
男性の育児休業取得率を13％として
います。

2 　女性地方公務員の活躍推進に
向けた課題
　女性地方公務員の活躍を推進して
いくためには、これまでの男性職員
を中心とした人事管理や働き方の改
革が不可欠です。より具体的には、
女性職員が出産・子育てを行いつ
つ、キャリアアップを図り、管理職
として活躍できるための「人事管理
面での変革」と、男性が育児や介護
等の家庭での責任を果たすことがで
きるような「柔軟な働き方改革」を
車の両輪とした取組が求められてい
ます。
　各地方公共団体が策定した特定事
業主行動計画においても、多くの団
体が以下の取組を特に進める必要が
あることを課題に挙げています。
　① 　トップ・管理職や人事当局の
意識改革

　② 　女性職員のキャリアアップ支
援及び登用の拡大

　③ 　長時間勤務是正等の働き方改
革

　④　男性職員の育児休業取得促進

女性地方公務員、女性消防吏員・団員の活躍推進に向けた取組を紹介
します。

町村を含めすべての地方公共団
体が行動計画を策定することが
義務付けられていることから、
市町村における成果目標を新た
に設ける

　③ 　将来指導的職員に成長してい
く人材プールである係長、課長
補佐に関する女性の登用目標を
新たに設ける

　という考え方に基づいて設定され
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地方公共団体における女性活躍推進の取組

　総務省としては、この取組を推進
するため、今年度から、公務員部公
務員課に「女性活躍・人材活用推進
室」を新たに設置し、地方公共団体
に対する支援をこれまで以上に充
実・強化することとしました。
　今後、各地方公共団体が特定事業
主行動計画の策定過程で把握した課
題や計画に盛り込んだ取組内容等を

3 　総務省における地方公共団体
の取組支援－女性活躍・人材活
用推進室の設置－
　上に述べた課題はいずれも、各地
方公共団体において今までにない人
事の仕組みや職場環境を作り上げる
ものであり、組織全体の価値観や意
識の改革が不可欠な、困難を伴う取
組であると考えています。

基に、先進的な取組事例の紹介、女
性活躍に取り組む職員のネットワー
クづくりや意見交換の促進など、戦
略的な広報・情報発信を行ってまい
ります。
　また、今年度から既にスタートし
ていますが、自治大学校において、
女性向け幹部登用研修を行うほか、
各研修課程で「女性活躍・働き方改
革」に関する講義を実施するなど、
女性地方公務員の人材育成を推進し
てまいります。

Ⅲ　女性消防吏員の活躍推進

　消防庁では、消防本部における女
性消防吏員の活躍推進とより一層の
増員を図るため、女性活躍推進施策
について、積極的な広報を展開し、
より多くの女性に消防を目指してい
ただけるよう取り組みます。

1　目的
　全国の消防吏員に占める女性の割
合は、平成28年4月1日現在で2.5％
と、昨年度に比べて0.1ポイント増
加しましたが、他の分野と比べても
低い水準となっています。
　消防庁では、全国の消防吏員に占
める女性消防吏員の比率を平成38年
度当初までに5％に引き上げること
を共通目標とし、様々な施策に取り
組んでいます。
　今年度は、より一層の女性消防吏
員の活躍を推進し、各消防本部にお
ける計画的な女性消防吏員の増員を
図るために、これから社会人となる

第4次男女共同参画基本計画（地方公務員関連部分抜粋）

＜成果目標＞（抜粋）

項　　　　目 現　　状 成果目標（期限）

都道府県の地方公務員採用試験（全体）からの採
用者に占める女性の割合

31.9％
（平成26年度）

40％
（平成32年度）

都道府県の地方公務員採用試験（大学卒業程度）
からの採用者に占める女性の割合

26.7％
（平成26年度）

40％
（平成32年度）

都道府県職員の各役職段階に占める女性の割合

本庁係長相当職 20.5%
（平成27年）

30％
（平成32年度末）

本庁課長補佐相当職 16.4％
（平成27年）

25％
（平成32年度末）

本庁課長相当職 8.5％
（平成27年）

15％
（平成32年度末）

本庁部局長・次長相当職 4.9％
（平成27年）

10％程度
（平成32年度末）

市町村職員の各役職段階に占める女性の割合

本庁係長相当職
市町村　31.6％

（政令指定都市 23.5％）
（平成27年）

35％
（平成32年度末）

本庁課長補佐相当職 政令指定都市19.4％
市町村 26.2％
（平成27年）

30％
（平成32年度末）

本庁課長相当職
市町村 14.5％

政令指定都市 13.4％
（平成27年）

20％
（平成32年度末）

本庁部局長・次長相当職
市町村 6.9％

政令指定都市7.9％
（平成27年）

10％程度
（平成32年度末）

地方警察官に占める女性の割合 8.1％
（平成27年度）

10％程度
（平成35年）

消防吏員に占める女性の割合（注） 2.4％
（平成27年度）

5％
（平成38年度当初）

（注 ）消防吏員とは、消防本部及び消防署に置かれる職員のうち、階級及び服制を有し、消防事務に
従事する者。
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（3）ポータルサイト等の開設
　各消防本部での女性活躍事例や具
体的な取組も含めて、消防の業務や
消防における女性活躍等に関する情
報を発信するためのポータルサイト
を運用しています。

3　今後に向けて
　今年度は、各消防本部において女
性消防吏員の活躍推進に向けた諸施
策を加速すべき重要な時期であり、
各消防本部が、新たな人材の獲得に
向け、様々な広報等を加速化してい
くことで、女性の受験者数の増加が
期待されます。今後、女性消防吏員
の数が増えていけば、必ずや職場に
変革をもたらし、消防・防災体制の

実施します。
　開催日程及び開催都市等のイベン
ト情報は下記URLを参照してくだ
さい。
　

（2 ）ポスター・リーフレットの作
成

　消防吏員という職業について、女
性を対象として広報を展開し、職業
説明会（ワンデイ・インターンシッ
プ）の開催を周知するためのポスタ
ーと、消火、救急、火災予防など、
消防の仕事の様々な役割の理解が深
まるリーフレットを作成し、全国の
各消防本部等に配布しています。

年齢層の女性を対象とした広報等の
施策について、積極的に展開してい
きます。

2　具体的な取組
（1 ）女子学生等を対象とした職業
説明会（ワンデイ・インターン
シップ）の開催

　消防を目指す女性を増やすため
に、これから社会人となる年齢層の
女性に、消防の仕事の魅力と消防分
野での女性活躍の可能性を知っても
らい、興味をもってもらうきっかけ
となるよう、消防本部と連携しなが
ら、現役の女性消防吏員との懇談会
等のほか、消防署の施設見学などの
プログラムで、全国8か所の会場で

ワンデイ・インターンシップ　広報用チラシ

現役の女性消防吏員がモデルのリーフレット
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向上につながっていくものと確信し
ます。消防庁としても、消防分野に
おける女性の活躍推進について、こ
れからも強力に取り組んでいきます。

Ⅳ 　消防団における女性消防
団員の活躍推進

1　女性消防団員を取り巻く現状
　女性消防団員数は、平成28年4月
1日現在（速報値）、2万3,894人とな
っており、消防団員の総数が減少す
る中、その数は年々増加していると
ころです（図）。しかしながら、女
性消防団員がいる消防団は全消防団
の66.9％にとどまっています。
　近年、地域の安心・安全の確保に
対する住民の関心の高まりなどを背
景に消防団活動も多様化しており、
実災害での消火活動や後方支援活動
などはもちろん、住宅用火災警報器
の設置促進、火災予防の普及啓発、
住民に対する防災教育及び応急手当
指導等、女性消防団員の活躍が多岐
にわたって期待されています。
　例えば、平成26年8月豪雨による
広島市で発生した土砂災害において
も、広島市の女性消防団員が避難所
の運営支援活動等に従事し、高い評
価を受けました。女性消防団員のい
ない消防団では、入団に向けた積極
的な取組が必要です。

（図）女性消防団員の推移

現役の女性消防吏員がモデルのポスター
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しています。
　平成28年6月、北海道札幌市にお
いて「第22回全国女性消防団員活性
化北海道大会」を開催しました。
　なお、次回は、平成29年11月に
広島市で開催する予定です。

（4）消防女性活躍推進本部の設置
　平成28年6月、総務大臣の指示に
より、消防機関における女性の活躍
推進に係る検討及び実施並びに都道
府県及び市町村における女性活躍推
進の取組の支援を行うことを目的と
して、消防庁に「消防女性活躍推進
本部」（本部長：消防庁長官）を設
置しました。
　また、これに先立つ同年5月、消
防機関における女性の活躍に関する
消防庁公式Facebookを開設し、全
国各地で活躍する女性消防団員の姿
や消防団の女性活躍推進の取組、 消
防の魅力を伝える各種イベントの開
催情報等を発信しています。

ため、消防庁では、消防団加入促
進支援事業など女性の入団促進に
つながる施策を実施するととも
に、女性消防団員のいない市町村
に対しては、入団に向けた積極的
な取組を求めています。

（2）全国女性消防操法大会の開催
　平成27年10月、女性消防団員等
の消防技術の向上と士気の高揚を図
るため、横浜市消防訓練センターに
おいて「第22回全国女性消防操法大
会」を開催しました。
　なお、次回は、平成29年に秋田市
で開催する予定です。

（3 ）全国女性消防団員活性化大会
の開催

　全国の女性消防団員が一堂に集
い、日頃の活動やその成果を紹介す
るとともに、意見交換を通じて連携
を深めることにより、女性消防団員
の活動をより一層、活性化させるこ
とを目的として、平成6年から「全
国女性消防団員活性化大会」を開催

2 　女性消防団員の活躍推進に向
けた取組

（1）消防団への加入促進
　ア　総務大臣書簡の発出
　これまでに3回、総務大臣から
すべての都道府県知事及び市区町
村長あてに書簡を送付し、女性の
消防団への加入促進に向けた積極
的な取組について依頼を行いまし
た。
　加えて、日本経済団体連合会な
どの経済団体あてにも書簡を送付
し、女性従業員の消防団加入に対
する事業者の理解と協力を呼びか
けました。
　イ 　総務大臣からの感謝状の授
与
　平成27年7月、同年4月1日現在
の消防団員数の速報値に基づき、
女性消防団員数が相当数増加した
団体等22の消防団に対して総務
大臣から感謝状を授与しました。
　ウ 　加入促進のための先進的な
取組の支援等
　女性消防団員を更に増加させる

全国女性消防操法大会 全国女性消防団員活性化大会
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　男女共同参画局では今年度の6月に、
男女共同参画の視点をもって防災施策を
企画立案及び実施できる地方公共団体の
職員を育成するため、「男女共同参画の
視点からの防災研修プログラム」を作成
しました。
※防災研修プログラム↓↓
　

1．作成の経緯

　災害から受ける影響や支援ニーズは、
男性と女性で異なります。災害対応にお
ける男女共同参画の視点は、防災基本計
画や男女共同参画基本計画にも盛り込ま
れている重要な視点です。東日本大震災
においては、女性用の物資が不足したり、
授乳や着替えをするための場所がなかっ
たり、「女性だから」ということで当然の
ように避難所の食事準備を割り振られた
り、というように、様々な場面において
男女共同参画の視点が不十分な状況が報
告されました。平成28年熊本地震におい
ても、発災直後から授乳室等の女性専用
スペースや更衣室の確保等、男女共同参
画の視点に配慮した運営に取り組む避難
所が認められる一方、プライバシーの確
保等については必ずしも十分な取組がさ
れていないとの報告がなされるなど、男
女共同参画の視点からの災害対応はまだ
まだ課題があるのが現状です。
　内閣府では、平成25年に地方公共団体
の防災施策において男女共同参画の視点
から必要な事項を示した「男女共同参画
の視点からの防災・復興の取組指針」を
作成しましたが、災害に強い社会を構築
するためには、男女共同参画の視点から
の災害対応について関係者がより一層理
解し、防災施策に反映することが重要で

「男女共同参画の視点からの防災
研修プログラム」を作成しました

男女共同参画局総務課

「男女共同参画の視点からの防災研修プログラム」手引書
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研修プログラムセッション1①

研修プログラムセッション2②

研修プログラムセッション1②

研修プログラムセッション3①

研修プログラムセッション2①

研修プログラムセッション3②

画の視点が防災に必要なのか」について
座学にて学習し、セッション2とセッシ
ョン3では、グループワーク形式で発災
時のシチュエーションやこれまでの防災
対策の課題から、行政が男女共同参画の
視点から行うべき対策を考えます。これ
らを通じて、防災施策に男女共同参画の
視点を反映させ、より一層質の高い施策
を企画立案、実施する力を身につけます。

3．今後の取組

　地方公共団体向けに本研修プログラム
の説明会及びデモンストレーションを行
う予定で、その模様は男女共同参画局の
ホームページに動画として掲載する予定
です。
　また、説明会後に全国5ヶ所程度の地
方公共団体に実際に本研修プログラムを
試行していただく予定です。

す。これらのことから、平
時から防災施策に携わる職
員に対する研修等が実施で
きるよう、本研修プログラ
ムを作成しました。

2 ．研修プログラムの
特徴

　本研修プログラムは、①
座学とグループワークを組
み合わせた参加型の研修②
具体的な災害シチュエーシ
ョンを想定して対策を考え
る実践的な研修③地域の実
情に応じて研修内容をアレ

ンジできる柔軟な研修という3つの特徴
があります。
　本研修プログラムは、3部から構成さ
れ、セッション1では、「なぜ男女共同参



る必要があります。特に、求職者の職業
選択に資する観点から、年度の早期の公
表が期待されます。

3．サイトの概要

　本サイトでは、法の全体像や、情報公
表及び行動計画に基づく取組状況の公表
等が法で義務付けられている特定事業主
の情報を一覧で提供しています。【図表2】
　本サイトの主な項目は、次のとおりです。
＜法律、基本方針等＞
　法や法に基づく基本方針、内閣府令、
事業主行動計画策定指針等の概要や本文
を御覧いただけます。法の全体像につい
ては、こちらを御覧ください。
＜特定事業主行動計画、情報公表＞
　各特定事業主の行動計画のリンク及び
女性職員の採用割合、男女別育休取得
率、管理職の女性割合等の情報公表内容
を一覧で掲載しています。国の機関、都
道府県（首長部局、教育委員会、警察）、
政令指定都市、市町村（ブロック毎）毎
に比較できます。

1．はじめに

　本年4月1日に完全施行された「女性の
職業生活における活躍の推進に関する法
律（平成27年法律第64号。以下「法」と
いう。）」により、一般事業主（民間企業
等）及び特定事業主（国及び地方公共団
体の機関）に、事業主行動計画の策定・
公表、女性の職業選択に資する情報の公
表（以下「情報公表」という。）等が義
務付けられました（常時雇用する労働者
の数が300人以下の一般事業主について
は努力義務）。
　内閣府男女共同参画局では、特定事業
主の情報公表を中心に、法に基づく各種
取組等について一覧で比較することがで
きる、女性活躍推進法「見える化」サイ
トを、本年9月に開設しましたので、紹
介します。

2．情報公表について

　情報公表は、各事業主が女性の活躍に
関する現状を定期的に公表することで、
就職活動中の学生等に職業選択の際に活
用してもらうことや、資本市場における
投資判断に利用されることなどを想定し
ています。これらを通じ、女性が活躍し
ている企業等であるほど優秀な人材が集
まり、競争力を高めることにつながるこ
とが期待されます。
　特定事業主による情報公表の具体的な
内容については、法第17条で内閣府令で
定めることとされており、府令では具体
的な情報公表項目や、方法等について定
めています。【図表1】
　各事業主は、情報公表項目の中から1
つ以上の項目を選択し、ホームページや
広報誌等で公表することとされています。
また、情報公表の頻度は年に1回以上で、
その時点に得られる最新の数値を公表す

女性活躍推進法
「見える化」サイトの開設

内閣府男女共同参画局推進課
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【図表1　特定事業主における情報公表項目】

番号 　　　情　報　公　表　項　目 備　　　　考
区 派

（1） 女性職員の採用割合 ● 再採用により採用された者は原則除く
（2） 採用試験受験者の女性割合 ●

（3） 職員の女性割合 ● ●

（4） 継続勤務年数の男女差（又は離職率の男女差） 任期の定めのない職員に限る

（5） 約10年度前に採用した職員の男女別継続任
用割合 新規学卒者等に限る

（6） 男女別の育休取得率 ●

（7） 男性の配偶者出産休暇等の取得率

（8） 超過勤務の状況（時間外手当等が支給されない
職員を除く） 各月平均の値、臨時・非常勤職員を除く

（9） 超過勤務の状況（時間外手当等が支給されない
職員を除く）

● ● 各月平均の値

（10） 年次休暇等の取得率
（11） 管理職の女性割合
（12） 各役職段階の職員の女性割合
（13） 中途採用の男女別実績 再採用により採用された者は原則除く
（注1）　「区」は「職員のまとまり（※）」ごとの公表が、「派」は派遣労働者の公表が必要なものをいう。
　　　　※ 職種、勤務形態等の要素に基づき、他のまとまりとは異なる人事の事務を行うことを予定している職員

のまとまり。ただし、ある「職員のまとまり」に属する職員数が職員総数の十分の一未満の場合は、当
該「職員のまとまり」については、勤務形態が異なる場合を除き、職務の内容等に照らし、類似の「職
員のまとまり」と合わせて公表することができる。

（注2）　 （1）（4）（6）（7）（8）（11）（12）の7項目は、行動計画を策定する際にまず把握することとされている項目に相当。
（注3）　情報公表項目については特定事業主行動計画の策定等に係る内閣府令第4条に規定。



＜推進計画、協議会＞
　法に基づき、都道府県及び市町村に策
定の努力義務がある推進計画、また、組
織できる協議会の状況について、一覧で
掲載しています。
　推 進計画…都道府県及び市町村が策定
する、区域内での女性の職業生活に
おける活躍の推進に関する施策につ
いての計画（法第6条）

　協 議 会…国や地方公共団体の関係機
関のほか、経営者団体、学識経験者、
労働組合、NPOなど、多様なメンバ
ーにより構成され、職業指導・職業
紹介や相談の事例など、有用な情報
を共有するとともに、地域の実情に
応じた女性活躍推進の取組について
協議を行うもの（法第23条）

＜情報公表一覧表（csv）ダウンロード＞
　情報公表が一覧で掲載されているデー
タをcsv形式で一括ダウンロードでき、
各情報公表の把握・分析等が一層容易に
できます。

　内閣府男女共同参画局では、引き続き、
求職者をはじめ、幅広い方々に活用して
いただけるよう、サイトの充実を図って
いきます。

11

　一般事業主（民間企業等）の情報は厚生労働省「女性の活躍推
進企業データベース」で公
表されています。

【図表2　女性活躍推進法「見える化」サイト】

【図表3　女性の活躍法「見える化」サイトバナー】
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1301人）。この17社は、正社員が3000
人以上（10社）、1000人以上2999人以
下（4社）、800人以上999人以下（3社）
の大企業で、金融業1社、建設業1社、
コンサルタント業1社、サービス業7
社、商社・卸業1社、通信・ソフト業2
社、製造業4社（本社は、東京15社、
埼玉1社、大阪1社）。
2）調査方法：WEBアンケート調査
3 ）回答数：1258人（回答率　58.9％：
女性56.8％、男性60.2％）
4 ）回答者の属性：女性475人（37.8％）、
男性783人（62.2％）

1．調査の目的と背景

　国立女性教育会館では、「生涯を見据
えた早期からのキャリア形成支援を、男
女共同参画の視点に立って行うための方
策を探ること」を目的として、平成27年
に民間企業の正規職についた男女（大
学・大学院卒）を5年間追跡する「男女
の初期キャリア形成と活躍推進に関する
調査」を行っています。平成27年10月
に、一回目の調査を実施しました。
　新規学卒者が直面する職場環境は、そ
の後のキャリア形成を左右するとして、
「初期キャリア期（就職後まもない時
期）」の重要性が注目されています。特
に女性のキャリア意識を高めるために
は、出産・育児による制約を受ける前の
20代に、成長と経験を先取りさせる必要
があると指摘されています。しかし「初
期キャリア期」の男女の意識・行動につ
いては、必ずしも十分な調査がなされて
いません。また人々のキャリア意識はど
のような要因と関連して変化するのか、
そもそも、人々のキャリア意識はどの程
度変化するものであるのか明らかにする
ためには、「同一人物を複数時点で追跡
する」パネル調査を実施し、個人の意
識・行動の変化を適切に捉えることが求
められます。
　そこで「初期キャリア期を通じたキャ
リア意識の変化」と「変化をもたらす要
因」について検証するため、新規学卒者
の追跡調査を実施することとなりました。

2．調査の概要

　本調査の概要は、以下のとおりです。
1 ）調査対象：調査協力企業17社に、平
成27年に入社した新規学卒者（大学・
大学院卒）2137人（女性836人、男性

「男女の初期キャリア形成と活躍推進に
関する調査」（第一回調査）の概要と結果

国立女性教育会館研究国際室

＜女性＞

＜男性＞



図2　「男性の方が、昇進・昇格に結びつく仕事を任される」と仕事への満足度との関係
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96.0％、男性は92.9％が「仕事だけでな
く、仕事以外の時間」も「大切にしてい
る」（＝あてはまる＋どちらかというと
あてはまる）ことが示されました。
　ワークライフバランス重視の姿勢は、
ライフステージ別の「理想の働き方」に
もあらわれています。「未婚のとき」に
は、女性60.0％、男性69.6％が「急な残
業もあるフルタイム」を「理想」として
います。しかし「就学前の子どもがいる
とき」となると、女性は46.7％が「短時
間勤務」を選択しました。男性でも「急
な残業もあるフルタイム」は23.8％に下
がり、「残業のないフルタイム」が30.4
％、「時間の融通がきくフルタイム」が
41.0％を占めます（図1）。

2）「女性の活躍」に関する意識
　女性の活躍を推進するためには、男女
の均等な機会と待遇の確保が求められま
す。今回の調査によると、女性は31.1
％、男性は33.3％が、現在の仕事では
「男性の方が、昇進・昇格に結びつく仕
事」を「任される」（＝「あてはまる＋ど
ちらかというとあてはまる」）と回答し
ました。
　そして「男性の方が、昇進・昇格に結
びつく仕事を任される」職場では、男女
ともに、「現在の仕事内容と待遇が釣り
合わない」「機会があれば、別の会社に
転職したい」「自分の能力で今の仕事を
続けていけるか不安」な傾向にあり、
「仕事の満足度」もより低くなっていま
す（図2）。こうした結果から、女性が活
躍しやすい職場環境を整えることは、女
性のみならず男性の意欲を高めるうえで
も重要であると考えられます。
　本調査の詳細については、

をご覧くだ
さい。

5 ）調査実施期間：平成27年10月1日～
平成27年10月20日

3．主な結果

1）ワークライフバランス
　今回の調査によると、男女ともにワー
クライフバランスを重視しています。女
性は83.4％、男性は54.7％が、会社を選
ぶ基準として「家庭と仕事を両立するた
めの制度が充実していること」を「重視
した」（＝重視した＋どちらかというと
重視した）と回答しました。また女性は

＜女性＞

＜男性＞
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おおにし・さちよ／立命館大学法学部教授。博士（法学）。専門：憲法、ジェンダーと法・政策、
議会法。国連「女性のエンパワメント原則」リーダーシップグループメンバーとして活動。
主著：『女性と憲法の構造』（信山社、2006年）、「国連・企業・政府の協働による国際人権保
障」国際人権27号（2016年刊行予定）、「『政治的，経済的又は社会的関係において，差別され
ない』の保障」立命館法学355号（2015年）等。
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連載

プして2、女性の活躍推進と地域社会の
発展に大きく貢献した投資であると誇ら
しく報告されています。
　トルコ最大のアパレルメーカー3は、
女性の起業家を対象に行った研修プログ
ラムを通じて、良質なサプライヤーを育
成して長期的に確保できましたし、女性
の起業家こそがこれまでとは次元がちが
う新しい製品やイノベーションを生み出
す可能性があるビジネスパートナーの宝
庫であることに気がつきました。いわば
調達先を新たに開拓する投資であり、利
益の向上につながっています。
　他方、サプライチェーン・マネジメン
トを応用して、政府契約の獲得に有利な
条件を獲得しようという意欲的な企業も
あります。米国最大の小売業者は、2011
年度から2016年度までに米国内で200億
ドルを用いて、低所得層の20万人の女性
にスキルを提供し、小売業のサプライヤ
ーに育成する計画を実行しています4。
公共調達を自社の市場を拡充するビジネ
スチャンスととらえたスケールの大きな
投資です。各地域で女性の経営者が活躍
することで、地域社会のジェンダー平等
を推進する効果もあり、サプライチェー
ン・マネジメントと公共調達がうまく組
み合わさった例といえるでしょう。
　世界の企業は、女性経営者のリーダー
シップの育成が、よりよい市場を作り出
して新しいビジネスや革新的な開発にプ
ラスの影響をもたらす「バリューチェー
ン」であることに気がついて投資や調達
に取り組んでいます。政府も関与を深め
ています。こうした経営判断がさらに大
きなうねりとなって、地域、国、世界レ
ベルで女性の経済的なエンパワメントが
一層進むことが期待されます。

　女性がビジネスを起こして軌道に乗せ
たり、経営したりするのには男性以上に
苦労もありますが、わくわくした楽しさ
があります。地域市民のビジネス需要を
優先し、その働く意欲や地域産品などの
資源を活用して事業を行う女性の起業家
は、地域の社会や経済の成長を支える重
要な担い手です。世界各地の企業や政府
では、契約や調達を用いて、ビジネスの拡
充と女性活躍推進をセットにして両方と
も加速させる取組が活発になっています。
　米国は、2000年に、連邦政府の契約の
5%にあたる金額を女性が経営する小規
模事業者と優先的に契約する公共調達の
制度を設けました。しかし、実効性が上
がらなかったので、2011年に取組を強化
して「女性優先調達プログラム」を策定
しました。条件を満たした零細企業はオ
ンラインで登録すれば、簡単な手続で契
約先の候補になれます。各省庁が積極的
に取り組み、地域の商工会議所や女性団
体がきめ細かく支援したところ、2014年
度は政府調達の金額の4.68％にあたる1
億7900万ドルに拡大しました。引き続き
5%の目標達成をめざして取り組まれて
います1。
　企業による調達は、サプライチェー
ン・マネジメントと呼ばれています。米
国に本社がある世界最大の飲料メーカー
は、2011年に、2020年までに世界中で
500万人の女性の起業家との取引を通じ
て、彼女たちのビジネスを発展させるプ
ログラムを立ち上げました。事業規模は
零細ですが志は高い起業家の女性に同社
の小規模な流通センターの運営を任せる
など、実践的です。その結果、南アフリ
カでは参加者の売上高は平均44%上昇
し、個人の収入は1年間に平均23%アッ

立命館大学法学部 教授　大西 祥世
女性の経済的エンパワメント・各国の取組⑤　調達とセットで加速
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D&Iと女性活躍の重要性について主要
な3拠点にて社内啓蒙活動を実施

女性の輝く社会の実現に向け2014年
よりメットライフジャパン・シンポジ
ウムを毎年開催

「ダイバーシティ講演会」の様子

小林 喜光
株式会社三菱ケミカルホール
ディングス　取締役会長

サシン・N・シャー
メットライフ生命保険株式会社
代表執行役 会長 社長 最高経営責任者

取組事例ファイル／団体編

真のKAITEKI COMPANYに 
向けて

　三菱ケミカルホールディングスグルー
プは、「時を超え、世代を超え、人と社
会、そして地球の心地よさが続く状態」
を表した独自のコンセプトである
“KAITEKI”の理念を策定し、その実
現に向けて各種の施策を展開しています
が、女性の活躍推進はその重要な柱の1
つです。
　2015年には、芝浦工業大学副学長の國
井秀子先生に社外取締役に就任いただき
ました。女性の活躍推進についても積極
的にご意見をいただき、経営層自身の意
識改革を促すとともに、採用からキャリ
ア形成支援、管理職への育成・登用とい
った各段階における施策を展開してきま
した。まだまだ少数ではありますが、こ

こ数年で理事・参与といった役員の一歩
手前の段階まで女性の登用も進んできて
はいますが、全体に見ればまだ満足のい
くレベルではないと考えています。
　2017年4月には、当社の主要な子会社3
社（三菱化学、三菱樹脂、三菱レイヨン）
を統合すべく、現在準備を進めており、
統合新社においても、介護や育児支援と
並んで、女性の活躍推進を主要な検討事
項として諸制度の構築を進めているとこ
ろです。
　現在は取締役会長として、日常の業務
執行に直接携わる立場ではありません
が、当社を真の“KAITEKI COMPANY”
とすべく、今後も積極的に発言・行動を
して参りたいと考えています。

女性の活躍のための男性の意識
改革を促進し、D&Iの先駆者に

　メットライフでは、全世界でダイバー
シティ＆インクルージョン（D&I）をビ
ジネス戦略の一環として推進していま
す。日本においても、全ての社員の能力
を最大限に活かすことで、生命保険会社
として単に商品やサービスをお届けする
だけでなく、お客さまの多様化するニー
ズを理解し、お客さまと社会に貢献でき
る企業と成るべく取り組んでいます。
　日本では文化的背景もあり、育児や家
事等の分担と責任が女性により多くかか
っています。真の意味での「女性の活躍
推進」の実現には、家庭や社会における
男性の意識や行動を変える必要があるた
め、当社では、女性だけでなく男性の意
識や職場環境等の改革も進めています。
　職場における意識改革の施策のひとつ

として、無意識の先入観ワークショップ
を管理職に展開しています。性別や国
籍、文化や背景の違いから生まれる無意
識の先入観を認識することで、個人を尊
重し多様な意見の受け入れを促すこと
で、健全な職場環境を醸成することがで
きます。女性の活躍推進においても、女
性社員に対する様々な先入観を最小化す
ることができ、意識改革と職場環境の改
善に繋がっています。他には女性の意識
改革に特化した管理職研修や柔軟性のあ
る働き方の実施、また社会に対する貢献
として、2014年より女性の活躍と男性の
意識改善を目的としたメットライフジャ
パン・シンポジウムを毎年一般参加者を
対象に実施しています。今後も女性の活
躍の加速と実現に向け、男性リーダーの
ひとりとして更なる意識改革や環境整備
に努め、誰もが能力を発揮できる健全な
社会の実現に貢献して参ります。

「輝く女性の活躍を加速する男性リーダーの会」行動宣言賛同者の取組
一昨年「輝く女性の活躍を加速する男性リーダーの会」行動宣言が公表され、現在130名を
超える男性リーダーが本宣言に賛同しています。今月は2名の賛同者の取組を紹介します。
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3 Info 国立公文書館

秋の特別展「時代を超えて輝く女性たち」
及び「記念講演会」開催

1 Info 内閣府

国・地方連携会議ネットワークを活用した
男女共同参画推進事業の開催

2 Info 国立女性教育会館（NWEC）

「企業を成長に導く女性活躍促進セミナー」開催

　国立公文書館では、この秋、明治時代から現代まで様々
な分野で活躍した女性を所蔵資料から紹介する、特別展「時
代を超えて輝く女性たち」を開催します。
　また、同展の開催を記念し、赤松良子氏、森まゆみ氏を
お招きしての講演会を開催します。ぜひご参加ください。
①平成28年秋の特別展「時代を超えて輝く女性たち」
　日　時： 9月17日（土）～10月16日（日）9：45～17：30

（9/22を除く木・金曜日は20：00まで）
　会　場：国立公文書館（千代田区北の丸公園3番2号）
　最寄駅：メトロ東西線「竹橋」駅
　料　金：無料
②秋の特別展「時代を超えて輝く女性たち」記念講演会
　日　時：9月25日（日）14：30～16：20
　会　場： 一橋大学 一橋講堂（千代田区一ツ橋2-1-2学術

総合センター内）
　最寄駅：東京メトロ「神保町駅」「竹橋駅」
　講　演：赤松良子氏：「均等法施行から30年をむかえて」

森まゆみ氏：「女性解放のあけぼの－「青鞜」と
平塚らいてう－」

　参加費：無料（事前申込が必要です）
詳細はコチラ⇒

　内閣府男女共同参画局では、男女共同参画推進連携会議、
同会議構成団体等とともに、男女共同参画に関する理解を
深めるために、全国各地でセミナー等を開催しています。
本年度は6団体とセミナーを実施する予定ですので、ぜひ奮
ってご参加ください。（参加費は無料）
＜11月開催予定のセミナーのご紹介＞。

○ 「女性が活躍する時代をつくるのは誰か　～北海道発！
203050への道筋～」（特定非営利活動法人日本BPW
連合会との共催）
　近年の女性活躍推進に関する国際的な取組について理解
を深め、2030年までの男女の完全な平等「203050」の達成
をテーマに、地域でどのように取り組んでいくべきかを考
えます。
日時：11月19日（土）13：30～16：30
場所： 札幌市男女共同参画センター（札幌エルプラザ内）

ホール（北海道札幌市）
内容： 基調講演「ジェンダーを超えて～私たちに何ができ

るのか～」（林 美枝子氏　日本医療大学教授、2014
年日本女性会議実行委員長）、リレートーク（民間企
業役員・管理職、地方自治体の担当者、大学生等）、
グループ討議ほか。

定員：150名

○ 女子中高生の法曹分野進路選択支援（仮）（日本弁護士連
合会等との共催）
　刑事、民事、国際関連等、多岐に渡る女性法律家の仕事
内容や魅力を紹介し、女子中高生が進路選択の一つとして
法律家を検討するに当たり、理解を深めます。
日時：11月23日（水・祝）13：00～16：00
場所：早稲田大学大隈記念講堂小講堂

（東京都新宿区）
内容：基調講演「女性法律家の魅力～そのやりがいを語る～」

（大谷 美紀子氏　東京弁護士会）、パネルディスカッ
ション「女性法律家のさまざまな働き方」（裁判官、
検察官、弁護士等）、中高生向けグループセッショ
ン、保護者・教員向け説明会

定員：女子中高生、教員及び保護者300名

　セミナーの詳細・申込方法は、後日男女共同参画局ホー
ムページに掲載します。

　企業における女性活躍促進を図るため、“多様な働き方は
多様なキャリアを創る”をテーマにセミナーを開催します。
期　日　10月18日（火）～19日（水）【1泊2日】
　　　　※日帰りの参加も可能
定　員　80名
対　象　女性活躍促進の推進者、管理職、リーダー
　　　　※ 企業における先進的な取組について学びたい方

であれば、企業の方だけでなく、官公庁の方々
にもご参加いただけます。

参加費　無料（宿泊費1,200円、食事代別途）
　　　　※初日に情報交流会を開催予定
会　場　18日（東京会場）…放送大学東京文京学習センター
　　　　19日…国立女性教育会館（埼玉県嵐山町）
　　　　※ 18日のプログラム終了後、無料バスで東京会場

から国立女性教育会館まで移動します。
主なプログラム
　基調講演「男女ともに活躍できるこれからの働き方」
　　　　　講師：筒井淳也　立命館大学産業社会学部教授
　初日は東京会場で基調講演、先進企業によるパネルディ
スカッション、参加者同士のネットワーク作りに欠かせな
い情報交流会を実施します。
　2日目は会館からの情報提供とグループワークを行いま
す。奮ってご参加ください。詳しくはホームページをご覧
ください。
URL：
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大分県消費生活・男女共同参画プラザ（アイネス）
大分県生活環境部

男女共同参画センターだより

　「大分県消費生活・男女
共同参画プラザ アイネス
（i-ness）」は、消費生活の
向上や男女共同参画社会づ
くり、県民の自主的な社会
貢献活動を支援する施設と
して、平成15年4月1日に開
設されました。現在は、消
費生活センター・男女共同
参画センター・配偶者暴力
相談支援センターと様々な
機能を担っており、県の本
庁機能も兼ね備えています。
　愛称のアイネスとは、「新

います。また、女性管理職
の育成・交流支援として、
女性リーダーセミナーや異
業種のネットワーク化のた
めの交流会を開催するとと
もに、働きたい女性のため
の託児サービス等も実施し
ています。
　○DVや性犯罪・性暴力
被害者対策に取り組んでい
ます。民間支援団体等との
協働によりDV被害者への
支援や予防対策としてデー
トDV防止啓発研修等を行

消費、s＝参画 の頭文字を
併せて命名されています。
　アイネスでは、女性の活
躍推進、DV・性暴力被害
者対策、男女共同参画に関
する講座や啓発事業、各種
相談事業等を行っています。
　○女性の活躍推進及び
男女が共に働きやすい社会
の実現を図るため、経済団
体と連携した「女性が輝く
おおいた推進会議」を設立
し、トップセミナー開催に
よる経営者の意識改革や
「女性活躍推進宣言」を行
う企業の拡大に取り組んで

いながら必要な支援へとつ
なげています。
　○男女共同参画促進に向
け、講座開催やアイネス男
女共同参画フェスタなどの
啓発事業、様々な問題や悩
みに関する相談に応じる
「女性総合相談」や「男性
総合相談」、「県民相談」、
「法律相談会」等の各種相
談事業を行っています。
　今後とも一人ひとりの個
性と能力が十分に発揮でき
る男女共同参画社会の実現
に向け、効果的な事業を展
開してまいります。

　今年の夏は、オリンピッ
クや初めての「山の日」な
ど印象に残る出来事が数多
くありました。
　日常生活の面では、2年
目となった「ゆう活」の取
組みも定着しつつあり、夕
方の時間帯を家庭生活のた
めに有効に使われた方も多
かったのではないでしょう
か。
　これから夏休みという
方々には残り少ない夏を楽
しんでいただきたいと思い
ます。
　さて、夏が過ぎ、秋とな
れば日本酒が美味しい季節
です。「ひやおろし」を堪
能したいと思います。
 （編集デスク　U.M）

【9月号表紙】
　防災に対する気持ちを見
つめ直し、できることから
備えましょう。
デザイン／鈴木明子

しい時代の消
費生活、男女
共同参画を自
らが考える場」
を意味してお
り、i＝愛情・
情報・私、ne
＝新しさ・次
の時代、s＝

っています。
また、今年4
月1日に開設
した「おおい
た性暴力救
援センター・
すみれ」と連
携を図り、被
害者に寄り添

トップセミナーの様子
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